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ツトの政治経済学（１）

－国際政策協調の実態一
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石垣今朝吉

Ｉサミット生誕の背景

１９７５年に発足した主要国首脳会議（ＳｕｍｍｉｔConference,以下略称し

てサミットと呼ぶ）は当初米国，英国，西ドイツ，フランス，イタリア

および日本の６カ国首脳会議であったが，７６年からカナダ，さらに７７

年からＥＣ委員長が加わり，通称７カ国首脳会議といわれてこんにちに

いたっている。１９９３年の東京サミットで第１９回を迎えたが，この間，

ときには経済問題，ときには政治問題と多岐にわたる議題が取り上げら

れ，論じられてきた。７カ国首脳が年１回一堂に会しての会議の性格を

めぐっては，いままでさまざま論じられてきており，本稿も国際協調の

実態を明らかにすることを通じて，サミットの歴史的な'性格を検討して

みることを意図したものであるが，そのためにはまずサミットが生誕す

る背景を探る上で，1970年代前半の世界経済の分析からはじめるのが

順当であろう。

１ 

周知のように，アメリカ大統領ニクソンは1971年８月１５日に「新経

済政策」を発表し，雇用拡大政策およびインフレ対策などとともに，ド

ル防衛政策の一環としての金・ドル交換停止を宣言した。アメリカの国

民通貨にすぎないドルに金との交換性を保証することによって基軸通貨

とし，かつ戦前の一国的な為替安定基金を国際的な為替安定基金として
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各国の国際収支の不均衡に際し国際資金を供給することを通じて為替の

安定を果たすべく創設されたＩＭＦは，ニクソンによる金。ドル交換停

止をもって崩壊した。その崩壊がいかなる原因によって惹き起こされた

かをここで詳述する必要はないが，それは基本的には二つの要因，一つ

は西欧。曰本の高成長にもとづくアメリカ経済の相対的地位の低下，も

う一つはアメリカの世界の「憲兵」としてのコスト負担一ドルの世界

的な撒布一にもとづく世界的なドル過剰の累積，にあったといえる。

この場合，注意をしなければならないことは，これら二つの要因を加速

させたものとして作用したのがアメリカのベトナム戦争への介入政策で

あった。ベトナム戦争へのアメリカの本格的干渉が開始されるのは

1965年といわれるが，ベトナム戦争のエスカレーションに伴って，ア

メリカのコスト負担も増大するとともに，インフレーションもまた加速

化され，国際収支の悪化を背景にアメリカの金準備は1971年には危機

ラインといわれる100億ドルをわずかに超える程度にまで減少していた

のである。Ｒ・ソロモンは「もし1965年以降のベトナム戦争によるイ

ンフレーションがなかったならば，旧制度（＝ＩＭＦ……引用者）はか

なり長期間機能し続けたであろうと結論することができる｣')と述べて

いるし，またフランスのジスカールデスタン大統領も，1970年代の通

貨危機の原因を，「ベトナム戦争によって生じたアメリカの国際収支赤

字の巨額な増大｣2)にあると極めつけている。１９７０年代の国際通貨制度

の崩壊にベトナム戦争がいかに深くかかわっていたかを知る上で，これ

らの見解は傾聴に値するものであろう3)。

ニクソン声明にある金。ドル交換停止にもとづく国際通貨制度の混乱

は，１９７１年末のスミソニアン合意によっていちおう終隠した。すなわ

ち，この合意はドルの７．９％の切下げ（１オンス＝３５ドルから３８ドル

への金のドル建て公定価格の引上げ)，円，マルク，ギルダーおよびベ

ルギー。フランの切上げ，ポンドおよびフランス・フランの据置き，イ

タリア。リラおよびスウェーデン。クローネの切下げなどの各国平価の
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サミットの政治経済学

多角的調整，為替相場の変動幅の拡大（ＩＭＦ下の平価上下１％から

2.25％へ)，アメリカの輸入課徴金の撤廃，を内容とするものであった。

換言すれば，スミソニアン合意なるものは，すでに金・ドル交換を停止

して他の通貨同様に単なる管理通貨となったドルの地位を不問に付し

て，多角的な通貨調整によって固定相場制への回帰を目指したもので

あった。これは「通貨体制そのものの根本的変革｣4)であった．交換性

をもつドルであるからこそ，固定相場制の維持にも一定の歯止めの役割

を果たすことができたといえるが，しかし交換性を喪失したドルにはも

はや固定相場制を維持する力量はなく，したがって１９７２年に入ってド

ルの軟化は不可避であることが明白となった。１９７２年６月，ポンドか

らの資金逃避が発生し，同月２３曰にポンドは変動制に移行したが，こ

れをきっかけとしてドル不安が起こり，ポンドのフロート制への移行直

後からの３週間のうちに約３０億ドルに及ぶドル売りがみられた。アメ

リカ連邦準備制度は，これに対応してドル支持政策を展開したために，

ドル不安はいちおう鎮静化した。

ところで，スミソニアン合意による各国通貨調整の狙いの一つは，ド

ル切下げを通じてアメリカの経常収支，特に貿易収支を改善することに

あったが，アメリカの貿易収支は１９７０年の２２億ドルの黒字に対し，

１９７１年から赤字に転落して２７億ドル，1972年には６４億ドルという巨

額に上った。アメリカ貿易収支のこうした急激な悪化は，通貨調整によ

る貿易収支改善に対する期待が完全に裏切られたことを物語るものであ

り，翌73年２月初めに一向に好転しないアメリカの国際収支にもとづ

くドル不安から通貨危機が再発した。１週間で約８０億ドルという巨額

のドルが売られ5)，２月１３曰にアメリカは１０％のドル再切下げを断行

したが，ドルに対する信認を回復させることはできず，ここに同年２月

から３月にかけて主要国通貨は変動相場制へ移行した6)。こうして，

ＩＭＦの根幹を支えた２本の柱一一つは金。ドル交換性，もう一つは

固定相場制一は１９７３年の変動相場制への移行でもって最終的に廃棄
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され，それとともに，戦後の国際通貨制度の枠組みをつくったＩＭＦ

も，その歴史的役割を終えたことになる。

スミソニアン協定がわずか１４カ月で破綻したのち，各国通貨はドル

を通じて間接的にであれ金との関係で平価設定をおこなう機構が崩れた

ため，金への求心力を完全に失い，外国為替相場はいわば浮草のように

市場の動向によって変動常なき状態を現出させることになった。した

がって，不安定な為替相場は，国際的な商品投機，為替投機など国際経

済の動揺と混乱を招来し，後者の混乱がさらに前者の不安定性をいっそ

う助長するという悪循環が不可避となった。国際取引を安定せる為替相

場でおこない，国際経済関係を秩序あるものとして維持するためには，

複数国による集団的な自衛策を講ずる以外に方法はない。ＥＣ通貨同盟

が１９７２年４月から導入した共同フロート制，俗に「トンネルの中の蛇」

といわれるものがそれである。すなわち，スミソニアン協定にもとづく

為替相場の変動幅が上下2.25％であったことはすでにふれたが，ＥＣ

通貨同盟はこの幅をアメリカ・ドルに対して維持するものの，ＥＣ域内

の通貨相互間の為替相場の変動幅を上下1.125％に限定して維持しよう

としたものである。しかし，ＥＣ域内各国間に経済的不均衡が存在し，

したがってまた強い通貨と弱い通貨への二極分解への不断の傾向が避け

られない限り，ＥＣ通貨同盟ですら絶対的自衛策とはなりえない。イギ

リスは１９７２年５月１日に上記のＥＣスネークヘの加盟を決定したが，

翌６月２３曰には早くもそれから離脱し，フロート化せざるをえなかっ

たし，またイタリアも１９７３年２月にフロート制を採用した。さらにフ

ランスは1974年１月，ＥＣスネークから脱落し，翌７５年７月にそれに

復帰したが，翌７６年３月には再離脱している。以上のように，ＥＣ通

貨同盟は域内にイギリス，フランス，イタリアという経済的に脆弱な大

国を抱えこみながら，縮小された範囲内で為替相場を維持しようという

のであるから，所詮は当初から困難に直面することは自明なことであっ

た。スミソニアン協定崩壊後の為替相場の安定，ひいては国際通貨制度
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サミットの政治経済学

の改革をめぐる問題は，サミットにおける大きな議題の一つとして俎上

に載せられることになるので，その詳しい展開はのちに取り上げること

にする。

2 

1973年１０月の第４次中東戦争を契機に，第１次石油危機，いわゆる

オイル・ショックが発生した。戦争勃発直後にＯＡＰＥＣ（アラブ石油輸

出国機構）は，産油量の削減，対米禁輸などの措置をとったために原油

の市場価格は暴騰し，それがＯＰＥＣ（石油輸出国機構）に対して公示

価格引上げの口実を与える結果となり，こうしてバレル当りのアラビア

ン・ライトの公示価格は戦争勃発直前の3.011ドルから１９７４年１月に

は１１６５１ドルへ約４倍に急騰するにいたった。従来，公示価格はメ

ジャー（国際石油資本）の一方的通告によって設定されていたのだが，

今回の主役はＯＰＥＣであり，攻守ところを異にするにいたった。これ

はいうまでもなく，生産および価格の管理において絶大な力を発揮して

きたメジャー側の凋落を物語るものであり，石油の低価格のもとで安定

した供給にあずかってきたアメリカ，西欧，曰本などの先進的な消費大

国に対して大打撃を与えることになったのである。

すでに１９６０年代に入って，世界各国におけるインフレーションが目

立ちつつあったが，石油危機を契機とする原油値上がりによる輸入物

価，ひいては卸売物価の上昇は狂乱物価と呼ばれる二桁インフレを世界

的に招来した。主要先進国の1974年における卸売物価の対前年比騰貴

率は，イタリア４０．７％，曰本３１３％，フランス２３．６％，イギリス２３

４％，カナダ22.2％，アメリカ１８．９％，西ドイツ13.4％に及び，消費

者物価の上昇率も軒並み二桁（西ドイツのみ７．０％）を記録した7)。こ

うした事態に対処するため，1974年２月，アメリカのキッシンジャー

国務長官は主要石油消費国１３カ国に対して，石油消費国会議をワシン

トンで開くことを呼びかけた。アメリカとしては，ＯＰＥＣに対抗する
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西側消費大国を結集して政治的・経済的な圧力のもとで，石油価格の低

落をはかり，ひいてはアラブ諸国の石油戦略を打破することにあった。

Ｄ・ヤーギンは，西側同盟国側からみたその目的を，「石油争奪合戦に

ついての恐れを和らげ，同盟諸国との間の深い亀裂を埋め，石油がもと

で西側同盟に永続的なしこりが残らないようにする｣8)ことにあったと

いっている．要するに，「アメリカの全体的な安全保障関係がエネル

ギー問題についての意見の食い違いによって危うくもなりうる｣，)事態

を回避するためであり，エネルギー問題を安全保障問題の次元から捉え

るというのがＤ・ヤーギンの視点である。

この会議には産油国との対立を招来するものだとして，フランスが不

参加を表明したが，ベルギー，オランダ，ルクセンブルグ，デンマー

ク，西ドイツ，イタリア，アイルランド，イギリス，ノルウェー，曰

本，アメリカおよびカナダの１２カ国が参加して，「エネルギー調整グ

ループ」（ECGEnergyCoordinatingGroup）が結成された。ＥＣＧは，

(i)エネルギー節約のための国際協力，（ii）「危機」に備えての非常時分

担融通計画，などを含む「国際エネルギー計画に関する協定（案)」

(IEP:AgreementonAnInternationalEnergyProgram）を1974年９

月２１曰，ブリュッセノレにおいて作成した。この協定案は同年１１月１５

曰のＯＥＣＤ理事会で最終的に合意され，１１月１８曰，ＯＥＣＤの下部機

構として「国際エネルギー機関」（IEA:InternationalEnergyAgency）

が設置され，「国際エネルギー計画」（IEP）を実施するための協定が発

効することになったのである'０)。発効時におけるＩＥＡ加盟国は，ＥＣＧ

参加１１カ国（ノルウェーはのち不参加）にスイス，オーストリア，ス

ウェーデン，スペイン，トルコの５カ国を加えた１６カ国で，いずれも

OECD構成国である。ＩＥＡは，「パイラテラリズムヘの傾きを阻止し，

政治的技術的に共通の対応をするための枠組み｣u)として機能すること

にあり，加盟各国間のエネルギー政策を調整することにその主な役割が

あるといえよう。
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サミットの政治経済学

そもそも，第４次中東戦争を契機としてOAPEC，ＯＰＥＣの展開した

アラブおよび産油諸国の石油戦略は，石油を政治的武器として行使する

ことによって，イスラエル支援を継続するアメリカに対して－大プレッ

シャーをかけ，それとともに西側石油消費国の対米離間を狙いとしたも

のであった。ところが，石油の世界一の消費国と同時に生産国でもある

アメリカを主目標とした石油戦略をアラブ諸国が発動しても，一番堪え

ないのがアメリカである。逆にアラブ諸国の石油戦略の影響をもろに受

けることになったのは，アメリカ以外の先進工業国や非産油発展途上国

であって，特にこれら先進工業国は，石油価格の高騰のもとでインフレ

の昂進と国内不況に直面することになり，経済危機が深刻化するなか

で，石油高価格対策のために「消費国カルテル」結成へのアメリカの呼

びかけに結集する道を選んだのである。ＩＥＡがアラブ産油国の石油戦

略の発動に有効な対策をとりうるためには，まず石油消費の節約を通じ

て中東原油への依存を低めることにあり，それには従来までのような石

油多消費型産業構造の転換が必要であった。この産業構造の転換にはか

なりの年数を必要とするので，急場凌ぎとして石油需要を抑制し，既存

の石油依存体質を石炭・天然ガス等に切り換えるほかなかった。曰本を

はじめ，イギリス，西ドイツ，イタリア，フランス等は１９７４年から７５

年にかけて石炭・天然ガスへのエネルギー源の転換をはかり，輸入原油

を抑制することによってＯＰＥＣ原油依存度を低めていったのに対して，

アメリカは逆にＯＰＥＣ原油の輸入を激増（1973年の237万バレル/曰

から１９７５年に３２１万バレル/曰へ35％増)'2)させるという好対照の動き

を示した。このアメリカの対応は，ＩＥＡのエネルギー計画の重要な柱

をなした石油需要抑制措置を怠っただけでなく，中東原油依存からの脱

却を目指したIEAの足並みにも齪蛎をきたすことを物語る。総じて，

アメリカのエネルギー政策には一貫`性がないといえるし，そのことがサ

ミットに大きな影響を与えることになる。
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3 

1975年４月２９曰，アメリカのフォード大統領はサイゴンからのアメ

リカ人脱出を命令し，脱出完了後にアメリカのベトナム介入終結を宣言

した。翌３０曰，南ベトナム民族解放戦線はサイゴンを陥落し，ここに

ベトナム解放を全土にわたって完全に達成した。ベトナム民主共和国に

対するかつての宗主国フランスの軍事干渉戦争の開始から約３０年，ア

メリカの本格的な軍事介入から１０年の歳月を経過している。南ベトナ

ム民族解放戦線が結成されたのが1960年１２月であったから，約１５年

にわたる粘り強い抵抗運動の勝利であった，延べ約800万人という第２

次大戦に次ぐ兵力を投入し，直接戦費累計1389億7400万ドル（約４２

兆円）を消尽し，戦死者４万６３９７人，事故死者１万300人（このほか，

1960-74年間の，南ベトナム人死者は２５万4257人，戦傷者は７８万

3602人)13)という大きな犠牲を払ったアメリカのベトナム干渉戦争と

は，－体アメリカにとってどんな意義をもったものであったのであろう

か。

ベトナム戦争の拡大とともに，アメリカの戦費負担も増大していった

が，当然のことながらそれに伴って同国の防衛費も激増した。アメリカ

の防衛費は1965年に496億ドルであったが，それが1968年には805億

ドル，1969年には812億ドルと，対1965年比で60％を超え，その結

果，６月３０曰で終る1965年度財政赤字16億ドルは，1966年度38億ド

ル，１９６７年度８７億ドル，１９６８年度には1965年度の約１６倍弱に当たる

252億ドルに膨張した'4)。財政赤字の補填は，国債の発行によって賄わ

れるほかはないが，こうした政府の債務の年増加額は１９６５年27億ド

ル，1967年154億ドル，１９７０年210億ドルへの激増を示した'5)。その

結果はいうまでもなくインフレーションの昂進であって，１９６０年代前

半のアメリカの消費者物価の年平均上昇率は１．３％にすぎなかったのに

対し，その後半のそれは４．２％に跳ね上がった。

アメリカにおけるインフレーションの昂進は，ドルの実質価値を引き
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下げるものであって，その目安としてドルの購買力低下をあげることが

できる。『東洋経済統計年鑑』（1971年版）によれば，1957-59年＝１と

したドルの購買力指数は１９５８年より１を割って年々減少し，1965年0.

910,1968年０．８２５，１９７０年には０．７２０にまで低減している。ＩＭＦ協

定第４条では「各加盟国の通貨の平価は，共通尺度たる金により，また

は’944年７月１曰現在の量目および純分を有する合衆国ドルにより表

示する」と規定し，したがって’934年１月のアメリカの金準備法にも

とづいた金の公定価格１オンス＝３５ドルによって各国通貨は金に結び

つくことになるが，1934年のドルの購買力指数2.145に比較すれば，

1965年のそれは４２％に，また１９７０年には３４％にまで減価しているこ

とになる。ＩＭＦのもとで，加盟国が競って保有した通貨ドルは，1960

年代後半には以上のように目減りしていたのであって，１９６５年に比し

ても1970年には約２０％弱の減価であった。

すでに1961年に登場したケネディによって導入された完全雇用と高

度成長という「型通りのケインジアンの手法｣'6)にもとづく経済政策は，

需要拡大による完全雇用達成と，それがまた成長を加速させるというも

ので，アメリカ経済の体質にインフレ的要因をビルト・インすることに

なり，それが1965年以降のベトナム戦争のエスカレーションに伴って，

アメリカ産業の国際競争力を決定的に減退させることになった。勿論，

アメリカ産業の国際競争力の弱体化は基本的には西欧，曰本などの

1950年代後半から1960年代前半にかけての経済力強化にもとづく資本

主義に固有な発展の不均等の産物であるといえるが，すでにふれたよう

に，１９７０年代初頭における金・ドル交換停止措置と相俟って，アメリ

カの国際的地位が従来のような卓越した生産力基盤に立ったものではな

かっただけに，１９７０年代以降の世界経済に難問を残すことになったの

である。その難問とは，よくいわれている「パックス・アメリカーナ」

の崩壊後の世界経済におけるリーダーシップの不在の問題であり，いわ

ば海図なき航海を世界経済がいかに乗り切れるカコの問題である。換言す
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れば，経済的ないちじるしい減退だけでなく，ベトナム干渉戦争の敗北

にみられるような明白な軍事的な劣勢化のもとで，文字通り衰弱したア

メリカの世界経済上の地位に代わりうる強国の出現がないとすれば，世

界経済の舵取りはだれによって担われるかの問題である。

4 

1974年から７５年にかけて，戦後最大といわれた不況が発生した。

ＯＥＣＤ２４カ国における実質経済成長率は，1973年の６．３％から１９７４

年には０．３％となり，それが７５年にはマイナス１．２％に落ち込んだし，

同じく鉱工業生産増加率も，１９７３年の７．５％から1974年には０．２％，

７５年にはマイナス７．８％'7)にまで収縮した。また，日本，アメリカ，イ

ギリス，西ドイツ，フランスおよびイタリア主要６カ国における失業者

数は，１９７３年の６９０万9000人に対し，1974年には８０４万1000人（対

前年比16.5％増)，1975年には対前年比53.4％増の1233万4000人'8）

に激増し，ＯＥＣＤ１２カ国（上記の６カ国にオーストラリア，フィンラ

ンド，ノルウェー，スペイン，スウェーデン，カナダを加えた）の失業

率は，１９７３年３．０％，1974年３．３％，1975年５．４％'9)に達した。このな

かで最高はいうまでもなくアメリカであって，1975年の失業者数は７８３

万人，失業率は８．５％を記録した。1973年下半期をピークとして低落

しはじめた生産は，１９７５年上半期には底をついたが，それでも’975年

を通じての製造業生産における対前年比低落率は，日本１１．３％，アメ

リカ10.7％，イギリス５．５％，西ドイツ６．４％，フランス８．１％，イタ

リア10.1％20)と大幅なものであった。この結果，設備投資も減少に向

かい，１９７５年の対１９７３年比では，曰本１２．６％，アメリカ２０．６％，イ

ギリス５．８％，西ドイツ１３．７％，フランス２．１％，イタリア９．９％21)の

いずれもマイナスを示した。

他方，この間の貿易の動向をみておこう。先進国，発展途上国，社会

主義圏という三つのカテゴリーからなる世界輸出額におけるそれぞれの
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占める比率をみると，戦後，朝鮮戦争時を除けば，先進国のシェアは

1972年まで増大傾向にあり，発展途上国のそれは低落する一方であっ

た。すなわち，1948年における先進国シェアは６３％，発展途上国

30％，社会主義圏７％であったが，1972年にはそれぞれ73％，１７％，

10％22)の変化を示し，先進国シェアは圧倒的に大きくなっていた。とこ

ろが，1973年以降は先進国の比率が低落する反面，発展途上国シェア

が急増し，1974年には先進国６５％に対し，発展途上国は２７％にまで

巻き返している。また，世界輸出を工業国間，発展途上国間，工業国

一発展途上間間というカテゴリーからそれぞれの比率をみていくと，工

業国間輸出比率は１９７３年の５４．３％から1975年の４５．３％へ９ポイント

も後退しているのに対し，発展途上国間比率は同期間に４．０％から５．

７％に伸張しているし，さらに工業国一発展途上国間比率も２６．９％か

ら３２．８％23)へ増加している。周知のように，戦後の世界貿易の発展は，

先進国間貿易の拡大によって担われていたが，１９７０年代に入って先進

国間貿易が頓挫し，先進国一発展途上国間貿易および発展途上国間貿易

が伸張していることは注目しておいてよい。これは，１９７２年の世界的

な大凶作のために農産物が異常に値上がりを来たしたという事情もさる

ことながら，オイル・ショックによる原油価格の高騰に触発されて一次

産品はいちように急騰を示したため24)，先進国間貿易が相対的に停滞を

余儀なくされたことを物語るものであろう。

しかし，先進国間貿易シェアの低下にとってより重要な要因は，一次

産品価格急騰にもとづく先進国から一次産品国への資金流入，とりわけ

産油国へのオイル・マネーの累積であって，それら資金の還流をめぐっ

て，先進国はいずれも，大不況のもとで輸出貿易にしのぎを削った結果

であった。それはこの時期の商品別輸出構成の変化25)をみれば明白であ

る。すなわち，先進国間貿易においては，機械。輸送用機器，化学品，

繊維，鉄鋼，非鉄金属など，「在来型商品」の相互間貿易が主流をなし

ているが，いずれの先進国も，大不況のもとで国内に過剰な「在来型商
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品」（ただし化学品を除く）を抱えて輸入制限を余儀なくされており，

その結果，先進国間貿易の縮小を招来したといえる。他方，先進国にお

ける過剰な「在来型商品」の販売市場として注目されたのが発展途上

国，なかんずく産油国であって，事実，「垂直貿易」といわれる先進国

の発展途上国向け輸出は激増し，なかでも機械・輸送用機器，鉄鋼の輸

出がいちじるしい。勿論，発展途上国の先進国向け輸出の激増の主流は

鉱物性燃料（石油）であったことはいうまでもないし，また発展途上国

間貿易の伸張も，主に石油に負っていた。

以上のように，1973年秋のオイル・ショックを直接の契機とする深

刻な世界的な不況のもとで，先進国間貿易が停滞するなかで，先進国は

いちように不況からの脱出策として発展途上国との貿易関係を強めて

いったが，発展途上国のなかでも特に中近東産油国に累増したオイル・

マネーの還流を狙って，先進国は熾烈な競争を展開した。これはなにも

一般的な工業製品に限られるわけではなく，軍事品についても同様に当

てはまる事実である。関下稔氏の研究26)によると，ＦＭＳ（ForeignMiL

itarySales,対外軍事品売却）に代表されるアメリカの武器輸出は，第

４次中東戦争および第１次オイル・ショックを経過して急増したが，そ

れは１９７４年にそれまでのピークに達した。ほとんどが現金取引から成

り立つＦＭＳ輸出は，紅海・ペルシャ湾７カ国（イラン，サウジアラビ

ア，バーレーン，クウェート，オーマン，イエーメン（北）およびエチ

オピア）に対して，1970年に１億5800万ドル（対世界ＦＭＳ総輸出の

16.7％）にすぎなかったが，年を追って増大し，1973年４１億3200万

ドル（同７１．６％)，１９７４年６２億2600万ドル（同５８．９％)，1975年４５

億2200万ドル（同４５．８％）に達した。1973年からの３年間のアメリカ

の対世界ＦＭＳ総輸出額261億9700万ドル27)のうち，上記７カ国はそ

の５６．８％に当たる148億8000万ドルの武器を購入した。この７カ国の

なかで，圧倒的に高かったのはイランとサウジアラビア両国であって，

1973年からの３年間では７カ国購入総額の９７％を占めている。イラン
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とサウジアラビアは，いうまでもなくＯＰＥＣにおける二大産油国で

あって，ＯＰＥＣ原油総輸出量に占める両国のシェアは，1973年44.

6％，１９７４年48.8％，１９７５年46.8％28)に達している。したがって，当

然にイランとサウジアラビアにオイル・マネーも集積されていったわけ

で29)，その意味で両国を中心とするＯＰＥＣ諸国は，一般の工業製品，

軍事品を問わず，先進国にとり好個の販売市場として標的になったので

ある。

1970年代前半におけるＩＭＦの崩壊，それに続く第１次石油危機を契

機とした世界貿易構造の変化は，世界的な不況の長期化や失業の増大等

と相俟って，先進国にとっての深刻な危機を物語るものであり，「戦後

体制の崩壊」を印象づけることになった。すでに述べたように，１９７０

年代初頭にいたるほぼ20年間にわたる戦後世界の経済発展は，生産を

上回る貿易の伸びによって，それも主として先進国間貿易の順調な伸び

によって担われたのであるが，それを制度的な枠組みとして支えたもの

が世上いわれる「ＩＭＦ・ＧＡＴＴ体制」であった。その制度的枠組みが

1970年代初頭にいたって解体し，その過程のなかで新しい秩序を求め

てはじめられた先進諸国の模索の出端をくじく形で第１次石油危機が発

生したのである。古い枠組みが崩壊しつつあるなかでの石油危機の発生

は，世界的な不況をよりいっそう深刻なものとし，不況下における物価

騰貴，いわゆるスタグフレーションといわれる事態が進行したのであ

る。こうした不況からの脱出策として画策されてくるものが貿易制限に

もとづく自国産業の保護によって雇用拡大をはかり，ひいては国際競争

力の強化，国際収支の均衡をはかっていこうという通商政策であった。

いわゆる保護主義の擾頭は不可避的であった。

１９８０年代の「米国の攻勢的な一方主義貿易政策の原型｣３０)となったア

メリカの１９７４年通商法301条は，１９７５年初頭にフォード大統領の署名

によって成立した31)．「不公正貿易'慣行に対する制裁」を規定したとい

われる１９７４年通商法３０１条の内容は，「米国の貿易に対する制限に対抗
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し，ガット規定と二国間貿易協定によって認められた貿易権限を実施す

るために全般的に適用されるものであった。その場合，必要とあれば，

こうした権利を侵害すると判断される慣行に対し，大統領の承認を得て

報復措置をとることが認められた｣32)というもので，運用いかんによっ

ては自由貿易に逆行する危険な保護主義を含んだものであった。換言す

れば，同法３０１条は，1980年代の通商法301条と精粗の違いがあると

はいえ，「一方通行の譲許という要求」を具現化したものであって，「一

方通行の譲許は穏やかな交渉によっては引き出すことはできず，脅迫に

よって引き出すほかない｣33)ものであった。他方，１９７４年通商法は同時

にガット東京ラウンドによる多角的貿易交渉において，大統領に６０％

の関税一括引下げの権限を与えており，したがって，同法は「一方では

保護主義条項を強化しながら，他方では関税・非関税障壁の軽減撤廃を

図る｣34)という自由主義と保護主義の妥協の産物であった。

こうした先進国における保護主義の攪頭がみられる一方，他方では，

石油危機にはじまるアラブ産油国による石油禁輸措置と原油価格の一方

的な値上げ措置に触発されて，発展過上国の資源ナショナリズムが昂揚

し，それを背景として1974年５月ｌ曰，第６回国連特別総会において，

｢新国際経済秩序（NIEＯ）の樹立に関する宣言」および「新国際経済

秩序の樹立に関する行動計画」が採択され，さらに同年１２月１２日の第

２９回国連総会において，「諸国家の経済権利義務憲章」が採択され

た35)。またＯＰＥＣの石油カルテルに倣って，さまざまな資源保有国に

よるカルテルが結成されたのも1974年の特徴であって，国際ボーキサ

イト生産国連合，バナナ輸出国同盟，国際水銀生産国連合，銀輪出国連

合，東南アジア材木生産国連合評議会，などの結成が相次いだ。それに

伴って自然資源をめぐる南北間の対決もまた重大な局面を迎えていたの

であって，先進国のかつてのような悪意的な後進国支配は過去のものと

なり，資源主権，経済主権およびそれにもとづくすべての国の平等な参

加という新しい国際経済秩序をめざす世界的な潮流は，いずれの先進国
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にとっても，もはや制止できないことがだれの目にも明らかなことで

あった。

５ 

以上のように，サミットの背景として，国際通貨危機，エネルギー危

機，それらによって直接ひき起こされた世界的不況およびベトナム戦争
ぬし

でのアメリカの－大蹉跣を取り上げ，政治的|こも経済的|こも「主」の不

在のもとで，世界経済はサミットを迎えることになる。サミットを「サ

ミット体制」と捉え，新しい世界経済の秩序＝枠組みとして積極的に評

価する論者がいる。大内秀明氏であるが，氏の論点から簡単に考察して

みよう。

大内氏は，「国際経済の新しい組織化－１ＭＦ体制とサミット体

制｣36)なる論文で，ＩＭＦ体制とサミット体制を比較検討されてつぎのよ

うにいわれる。ＩＭＦ体制は「国内的な組織的統合もさることながら，

むしろそれ以上に国際的な経済の組織的統合により，協調と協力の体制

を準備した」ものであり，この場合，「組織化の柱となったのがドルと

金との交換性によるドル為替本位制であり，ドルとの関係における固定

相場制にほかならない｡」このように，「ＩＭＦ体制を国際的な経済の組

織的統合の論理から捉えるなら……経済の論理をこえた国際政治におけ

る組織的協調という，政治の論理との有機的関連を見なければ」ならな

い。換言すれば，ＩＭＦ体制は「米ソを中心とした両体制の双極構造と

いう政治的な枠組み」を前提として，「一方ではソ連を中心とした社会

主義の東の陣営に対抗して，西の資本主義としての自由陣営を防衛し，

かつ西の組織的結束をはかり」，「他方では，西の自由陣営においては，

アメリカの圧倒的な経済的優位性に支えられた協調・協力の体制である

ばかりでなく，集団的安全保障体制の基軸をアメリカにもとめ，核とと

もにドルの傘に入るかたちの西側の組織的統合の政治的・軍事的枠組み

に支えられていた」というわけである。ところが，１９６０年代を経過す
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るなかで，東の社会主義は「中ソ対立に象徴される内部分裂と対立」に

よって，「多元化構造に変わった」し，また西の資本主義も，「米，

ＥＣ，日本の三極に分化し，さらに南北問題が激化するにいたり｣，「双

極構造の崩壊による多極への構造転化」が起こった。これは「戦後の

ＩＭＦ体制の政治的枠組みそのものが質的に変化した」ことを意味し，

｢東の世界への対抗を主軸とする西の組織的統合の体系にも，一定の変

更と手直しが要求されることになった」というわけである。したがっ

て，1971年のドルと金との交換'性の停止，固定相場制から変動相場制

への移行というＩＭＦ体制の崩壊については，「経済の論理とないまぜ

あわされた政治の論理が作用していた」とみる。ＩＭＦ体制崩壊後の

｢国際経済の新たな体制」を，大内氏は「サミット体制」と呼ぶが，こ

の体制は「(1)きわめて限定されたドルすなわち金為替本位制から，全

面的な国際管理通貨制へ移行したこと，(2)部分的に変更可能な固定相

場制が，管理された変動相場制へ移行したこと」をもって特徴づけられ

る。したがって，「ＩＭＦ体制が崩壊して新たな体制に移行したといって

も，いわば国際経済を組織的に統合し，国際市場のレベルで市場メカニ

ズムを管理制御する，その方式に一定の変化が生じたにすぎ」ず，多極

化への構造転換に伴って，「国際経済の組織的統合のための管理方式が，

いわばＩＭＦ型から新しいタイプに変更をみた」にすぎない。サミット

体制とは，「ＩＭＦ体制に代って，多極的分権化を強めた現代世界におい

て，東西と南北の二つの対立軸を主要な枠組みにしながら，西の先進国

に新しい組織的統合をはかろうとするもの」である。大内氏のサミット

体制論は，以上の要約に尽きるが，１９７１年のＩＭＦ体制の崩壊，さらに

は1973年のオイル・ショックによる国際経済の動揺と混乱が，国際経

済の完全な破綻（＝｢３０年代型の体制的危機｣）をもたらさなかったの

は，「多極化した国際経済の組織的統合の再編成」のために，「サミット

体制」が定着し，一定の役割を果たしたからだと高い評価を与えてい

る。

340 



サミットの政治経済学

またロバート.Ｄ・パットナム/Ｎ･ベインも，サミットの意義を強調

し，「西側サミット会議は，国家主権一相互依存関係のディレンマを解

決しようと野心的な努力を示している。サミットは，すぐれて国内・国

際両ゲームを結びつける個人たちを一堂に集める」３７)。「要するに，西

側サミット会議は，つぎの三つの基本的要求に応えようとするものであ

る。すなわち，国際経済と国内政治を調和させること，覇権的安定を集

団的管理によって補足し，恐らくは取って代わらせること，官僚的な分

割（fragmentation）と無責任性を制して政治的な権威を回復させるこ

と，である。したがって，サミット会議の研究は，これらの緊張が現代

国際関係の,性格をいかに変えつつあるかを理解する上で＿肋となる｡｣38）

国際経済と国内政治とのディレンマは，国家主権が厳存している限

り，不可避なものであり，両者をいかに調和させるかの課題は，サミッ

トを措いてないというのが大内氏とパットナム/ベインの両者に共通す

る認識である。すなわち，世界経済の管理・運営が経済的に傑出した強

国によって主導されなければならないことは，１９世紀のイギリスや第２

次大戦後のアメリカの国際的地位を考えれば明らかなことであるが，し

かしこうした強大国が没落したのちの世界経済の管理は，集団的な若干

の先進諸国によって担われねばならないとするのが大内氏やパットナ

ム/ベインの論旨である。この場合，もっぱら問題になるのは，他国の，

いわば外圧によって惹起されてくる利害と国内利害とをいかに一致させ

るかにある。

これに対し，サミット無用論を展開するのがウイリアム．Ａ・ニスカ

ネンである。「サミット会議に中身はほとんどない」し，「概してサミッ

トは時間と努力の浪費であり，国際経済協力促進について誤った期待を

生み出した可能性がある」から，「サミットはおそらく終りにすべき

だ｣39)というのがニネカネンの結論である。

さらに，現行のサミットに意義を認めず，積極的な制度的改革を提示

しているのがスティーブン・マリスである。マリスは，例えば「インフ
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しなき成長の持続という経済実績」といった「言葉だけのステートメン

ト作成の場にすぎなくなった」とサミットを批判し，「最も高い政治的

なレベルにおけるマクロ経済政策の協調を討議する場所としての有用

性」は減少したと指摘している。したがって，経済問題だけを取り扱う

作業部会の設置，ＩＭＦあるいはＯＥＣＤの本拠地での開催，参加者の枠

の検討，国際機関または民間企業などの招待など，「サミットのあり方

を変えれば，さらに制度的な活性化がもたらされるであろう｣４０)という

わけである。

サミットをめぐる以上のような諸説のいずれが正当性をもちうるか

は，サミットにおける主要先進国の政策協調の実態を過去にさかのぼっ

て検証する以外に方法はない。以下，本論において，1975年の第１回

サミット会議から政策協調の足跡をたどりつつ検証してみたい。
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